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熊本地震は 2 度の最大震度 7 を特徴とし、日本全体で位置付ければ、東日本大震災からの復
興途上での発災である。熊本地震による甚大な被害は都市部、農村部の両方に及び、過去の




及ぶ。そして、2016 年 6 月の豪雨により被害は拡大しており、「二重の複合型震災」（地震
と豪雨のマチ型・ムラ型災害）と呼ばれる（徳野,2017）。 
熊本地震による死者は 264 人（2018 年 5 月 13 日現在）である。そのうち震災関連死が
209 人に達し、月日の経過とともに認定が増えてきた。死者は中越地震の 68 人を大きく上
回る。生活面の復旧状況をみると、応急仮設住宅の整備・確保戸数は約 2 万戸で、入居対象
が住宅の半壊・解体まで広げられたために大きく増加した。そのうち建設型と借上型（みな
し仮設）の比率は 1：3 で、後者が圧倒的に高い。地震後 2 年でも仮設住宅等での避難生活
者は約 3.8 万人に及び、その減少ペースは鈍い。仕事面では広域でみると、農業・畜産業の
被害が大きいが、最大 9 割の高率の国庫補助事業が実施され、2017 年 3 月時点で被災農家
の営農再開率はすでに 9 割に達している。他方、商工業、観光業は局所的な被害が目立ち、
益城町の伝統的な商店街や南阿蘇村のペンション村の復旧には間違いなく長期を要する。  










































                                                   





1 公立学校施設整備費国庫負担事業（学校施設環境改善事業含む） 3/4 1/2
2 医療施設耐震化事業 3/4 1/2
3 農山漁村地域復興基盤総合整備事業 3/4 なし
4 道路事業（復興計画に位置付けられた道路整備、防災・震災対策等） 8/10 6/10
5 災害公営住宅整備事業 7/8 3/4
6―1 災害公営住宅家賃低廉化事業 7/8 3/4
6―2 東日本大震災特別家賃低減事業 3/4 なし
7 小規模住宅地区改良事業 3/4 1/2
8 優良建築物等整備事業 7/10 2/5
9 住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業） 2/3 1/3
10 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業） 3/4 1/2
11 宅地耐震化推進事業（造成宅地活動崩落緊急対策事業） 3/4 1/2
12 宅地耐震化推進事業（市街地液状化対策事業） 3/4 1/2
13 都市防災総合推進事業 3/4 1/2
14 下水道事業 3/4 1/2
15 都市公園事業 3/4 1/2






































農業用加工施設・倉庫、畜舎の再建や農業機械の購入などを最大 9 割（国 5 割、県 2 割、市
町村 2 割）補助する。今回、国庫負担は 3 割から引き上げられた。さらに、地方負担も特別




本大震災を超えるような規模であった。こうした取組みにより、2017 年 12 月現在、復興事
業計画の認定は 512 グループ、交付決定額は 870 億円（3,720 件）に達し、震災から 2 年に
あたる 2018 年 3 月あたりには申請受付をほぼ終える段階に至っている。 
 生活面では災害公営住宅の整備である（2018 年 1 月現在、整備予定戸数 1,735 戸）。こ 
の事業では補助率それ自体や用地の取得費のように、東日本大震災時に認められていた国の  







盛り土などの関連施設を保有、維持する）の導入等を条件に、国庫補助率は 1/4 から 1/2 に





か。東日本大震災のケースでは宮城県に 660 億円、岩手県に 420 億円が措置された。両県
と比較すれば、今回かなり手厚く措置されていると十分に言えよう。他方、東日本大震災時


































災害救助費負担金が 21.6 億円に及んでいる。 
以上のとおり、被災自治体の財政構造は大きく変わっている。このような状況のなか、2016





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































込まれ、国 6 割、県 3 割、町 1 割の負担となる。町当局は県に対して震災前からその拡幅を


















金は国の財政措置の動向を踏まえて 2016 年 9 月に創設され、その規模は 569.2 億円である。
基金の原資をみると、国の特別交付税措置の 510 億円に加えて、熊本地震被災地支援宝くじ


















業」（統一ルール）であり、市町村が実施する 36 事業に 293.2 億円、県が直接実施する 17
事業に 80 億円が充当される（2017 年 12 月末時点で、今後、事業数は増えることがある）。
②「創意工夫事業」（国や県の既存補助事業と重複できないルール）であり、被災 30 市町
村が使い道を決められるように、100 億円が充当される。③「広域的課題対応」であり、県















公共土木施設等の被災規模に応じて配分されている（熊本市 30.3 億円～天草市 142 万円）。
それぞれの設定根拠は、①については熊本地震の特徴でもある宅地被害等、住家被害に関連
した財政需要を把握、②については公共土木施設等の被災規模で包括的な財政需要を把握と
いうことである。創意工夫事業は 2018 年度から執行が本格化するが、熊本日日新聞 2018




み）をみると、約 12 億円（事業費約 18 億円）のうち被災宅地復旧支援事業が 8 割超を占
め、最大となっている。南阿蘇村でも同事業が約 6 割を占める（2017 年度 3 月補正まで）。
次いで、農家の自力復旧支援事業である。他方、創意工夫事業として買い物弱者対策事業や







上記の諸経費について上限 100 万円等）を実施している。 
２）基本事業 













うち上限 850 万円までに対し、100 万円程度の利子分全額を一括で助成する。次に、年収





徹底が強く求められるようになる。益城町における申請状況（2018 年 2 月 28 日現在）をみ
ると、リバースモーゲージ利子助成は 1 世帯、自宅再建利子助成は 41 世帯、民間賃貸住宅











































































助率は 1/2、補助上限は 20 万円（事業費 40 万円）/箇所である。例えば、益城町では相談件
















災者の工事費負担が 50 万円を超えた場合、超過分の 2/3 は県の復興基金から補助される（市
町村が窓口となる）。補助は工事費 1 千万円を上限に設定され、最大 633 万円が支給され
る。約 1 万件を対象にして、国の補助要件を満たさない高さ 2ｍ未満の宅地擁壁の補修や、
液状化で生じた家屋の傾き修正、亀裂や陥没の埋め戻しなどが想定されている。例えば、益
城町では 2018 年 3 月 12 日現在、申請件数は 554 件、そのうち事業実施が確定した件数は
455 件となっており、助成額は 10.5 億円に達する。 





















































































ということで、2018 年度当初予算で被災民間賃貸住宅復旧事業補助金 3.0 億円、300 戸分
を計上している。また、2019 年度の予算では 100 戸分を追加で計上する予定である。補助





















区分 金額 割合 区分 金額 割合
生活 20,892 32.3 観光 4,148 6.4
雇用 4,120 6.4 教育・文化 823 1.3
住宅 12,817 19.8 地域復興 5,538 8.6
産業 4,120 6.4 記録・広報 2,754 4.3













































事業名 金額（千円） 件数（件） 区分
地域コミュニティ施設等再建支援 11,354,833 3,940 生活
被災者住宅復興資金利子補給 5,771,455 54,283 住宅
中山間地域再生総合支援 3,708,357 275 生活
観光復興キャンペーン推進 3,509,302 369 観光
被災地域緊急雇用創出 3,274,674 39 雇用
雪国住まいづくり支援 2,772,825 4,925 住宅
農業用水水源確保支援 1,909,916 610 農林水産業
手づくり田直し等支援 1,878,501 6,108 農林水産業
地域営農活動緊急支援 1,859,716 122 農林水産業
地域コミュニティ再建 1,600,761 3,308 生活
越後杉で家づくり復興支援 1,418,975 1,611 住宅
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